
監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知に係る事項の公告

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、奈良県知事

等から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表します。

平成２６年９月５日

奈良県監査委員  野 隆 信

同 岸 秀 隆

同 安 井 宏 一

同 藤 野 良 次



平成２５監査年度 第２回分
ア 本庁

所 属 名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部

平成２５年

企画管理室 １１月６日 不納欠損処分について

各土木事務所における不納欠損処分 土木事務所と企画管理

予定の債権について、企画管理室でと 室との連携の齟齬により

りまとめ事務処理を行っているが、河 不納欠損処理が適切に行

川占用料において、土木事務所が不納 われなかったものであり、

欠損処分を依頼したにもかかわらず、 相互の意思疎通を十分に

企画管理室の確認不足により不納欠損 行うため、メールにより

処理が行われなかった事例が認められ 土木事務所から依頼があ

た。 った場合は、電話によっ

今後は、複数の者により確認するな て依頼内容の確認を再度

ど、チェック体制の充実に努められた 行うこととした。

い。 (注意事項)

１２月１９日 調査・設計業務委託及び工事請負にお

ける契約について 地方自治法施行令第１

平成２４年度及び平成２５年度の災 ６７条の２第１項第５号

害関連等に伴うかい（土木事務所）に （緊急の必要により競争

おける調査・設計業務委託契約及び工 入札に付することが出来

事請負契約において、地方自治法施行 ないとき）に基づく特命

令第１６７条の２第 1 項第５号（緊急 随意契約を行う際には関

の必要により競争入札に付することが 係規程等を遵守し適切な

出来ないとき）に基づく特命随意契約 内容のものとするよう、

を行っているものの、一体的な発注が 今後も指導してまいりた

より妥当性があると考えられる案件が い。

散見された。 特に、工事請負契約に

特命随意契約を行うにあたっては、 ついては、紀伊半島大水

事前に十分な調査・検討を行い慎重な 害復旧工事を契機とし

対処が求められるのでかいを適切に指 て、それまで建設業協会

導されたい。 と締結していた災害協定

また、かい執行の限度額については、 の運用を平成２３年９月

調査・設計業務委託等については 1,000 に整理し、同協定に基づ

万円、工事請負契約については 5,000 き応急復旧工事を発注す

万円とされているが、特に緊急かつ早 ることで、より適切に発

急な執行を要する工事等の限定的な事 注を行えるようにした。

案に関しては、かいの効果的な事務執 また、調査・設計業務

行の観点からその限度額のあり方につ 委託等についても、工事

いて慎重な検討が望まれる。 （意見） 請負契約と同様に災害協

定を締結できないか検討

【土木事務所の所管課に対する意見】 を行っているところ。

イ 出先機関

所 属 名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

総 務 部

高田県税事務 １２月１７日 課税事務について

所 不動産取得税において、所有権一部 不動産取得税における

移転に伴う課税を行ったが、贈与割合 正しい贈与割合による更

錯誤の申立により課税取消を行ったに 正後の所有権移転につい

もかかわらず、正しい贈与割合に対し ては、直ちに納税義務者
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て、課税されていないものが認められ から不動産取得税申告書

た。 を徴し課税処理を行った。

また、個人事業税では、開業直後の 納税義務者からの申立に

納税義務者等に対し、課税前に申告所 よる賦課の変更について

得調査を実施しているが、この調査は は、変更の理由となる所

参考資料であり課税に不可欠ではない 有権移転登記の完了を確

にもかかわらず、未回答を理由に翌年 認した上で行うとともに、

度まで課税されていないものが認めら 賦課を取消した案件につ

れた。 いては、賦課取消一覧表

課税の遅延は、納税義務者への過度 を作成し、適時取消し後

な負担や滞納にもつながりかねないこ の処理状況について確認

とから、今後は、チェック体制の強化 を行うこととした。

を図り、適正な課税事務の処理に努め 個人事業税における開

るべきである。 (注意事項) 業直後の納税義務者に対

する申告所得調査につい

ては、未回答分は 1 ヶ月

後に再調査を行い、それ

でも回答がない場合はそ

の翌月に所得税の確定申

告書に基づき課税処理を

行うこととした。

今後は、チェック体制

の強化を図り、適正かつ

迅速な課税事務の処理に

努める。

桜井県税事務 １１月６日 公有財産の管理について

所 建物の取り壊しに伴う公有財産異動 指摘を受けた公有財産

等報告書の提出を行わなかったため、 異動等報告書については、

総務部長が備える公有財産台帳への抹 指摘後速やかに提出し、

消が漏れているものが認められた。 公有財産台帳への抹消登

今後は、奈良県公有財産規則及び関 録を完了した。

係通知に基づき適正な事務の執行に努 今後は、奈良県公有財

められたい。 (注意事項) 産規則及び関係通知に基

づき、適正な事務の執行

に努める。

自動車税事務 １１月２１日 自動ドア化及びパーテーション設置工

所 事等の施工状況写真等について

自動ドア化及びパーテーション設置 各種工事施工時におい

工事等において、目視による履行確認 ては、目視による施工状

は行われていたが写真による施工状況 況の確認のみだけでなく、

等が確認出来ない案件が認められた。 施工前・施工中・施工後

自動ドア化及びパーテーション設置 等の写真による施工状況

工事等については、施工前・施工中・ の確認を行うことを徹底

施工後等の写真による確認を行うべき するとともに請負業者に

であり、請負業者への指導及び所内で も写真添付の指導を徹底

のチェックも強化すべきである。 することとした。

(注意事項) 今後は、適正な事務の

執行に努める。

地 域 振 興 部

万葉文化館 １２月１７日 行政財産使用料の調定について

行政財産使用許可にかかる使用料に 奈良県会計規則に基づ

ついて、調定時期の遅延が散見された。 き、行政財産使用料の調

また、納期限を大幅に過ぎているにも 定を適時に行い、債権者

かかわらず、督促を行っていなかった。 に対し、納期内に納付す
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使用料の納期限については、奈良県 るよう促すとともに、納

行政財産使用料条例施行規則第２条の 期限内に納付がない場合

規定により、使用料の額の定めが年額 は、督促等の徴収事務を

である場合において分割納付を認めた 適切に行う。分割納付に

場合にあっては、毎月２５日までとな ついては、平成２５年１

っている。 ０月分より毎月２５日と

また、債務者への督促については、 して調定を行っている。

時効の中断事由や延滞金の発生根拠と

なるものである。

今後は、適時に調定を行うとともに、

督促等の徴収事務については適切な事

務処理を行うべきである。（指摘事項）

郵便切手の購入について

郵便切手について、年間使用量に比 郵便切手の現在量及び

べて残高が十分あるにもかかわらず、 今後の使用見込量を勘案

多額に購入されていた。 しながら、適正に必要量

購入にあたっては、使用の見込量に の購入を行う。平成２５

応じて、必要量を購入すべきである。 年度については、見込量

（指摘事項） に対しての残高があるた

め購入を控えた。

公共料金等の資金前渡について

公共料金自動口座振替払いの電話代 残高不足が生じないよ

(節：役務費)の支払において資金前渡 う資金管理を徹底し、平

の残高不足が生じ、他の経費として資 成２５年度分については

金前渡された水道代（節：需用費その 各公共料金毎の残高の確

他）から一時的に支払っているものが 認を毎月行っており、奈

認められた。 良県会計規則に基づき、

当該経費は包括的な資金前渡により 適正な事務処理に努める。

支出を行っており、それぞれの経費ご

とに残高不足による振替不能が起こら

ないよう資金管理を徹底することとさ

れているところである。

今後、奈良県会計規則に基づき適正

な支出事務処理を行うべきである。

（注意事項）

内部統制について

今回の監査において、行政財産使用 今後事務の執行にあた

料の調定事務等、会計事務に一部適正 っては、関係法令や規則

とはいえない事務処理が認められた。 等に基づいて処理すると

事務の執行にあたっては、関係法令 ともに、決裁過程におけ

や規則等に基づいて処理するととも るチェック体制の整備等

に、決裁過程におけるチェック体制を による事務処理体制を強

整備するなど、内部統制の充実に努め 化し、内部統制の充実に

られたい。 （意見） 努める。

健 康 福 祉 部

中和 福祉 事 １２月１７日 生活保護費返還金の未収金について

務所 生活保護費返還金において未収金の 返還金発生の未然防止

大幅な増加が認められた。電話、訪問 策として、夏季及び歳末

等により未収金の回収に努められてい 時における収入申告義務

るが、今後も一層、収納の促進に努め 啓発文書の全戸配付及び

られたい。 （指摘事項） 収入申告義務内容の詳細

を記載した書面による個

別説明の実施を継続する
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とともに、各ケースワー

カーに自身が担当してい

る債務者の状況把握を徹

底させたうえで、把握し

た状況に応じた適切な督

促行為（訪問、文書、電

話による）を実施してい

る。

今後も、これらの取組

を継続して実施していく

ことにより、新たな債務

発生の抑制及び未収金の

回収に努めていく。

委託料の支払い年度の誤りについて

前年度に委託業務が完了しているに 適正な執行に努めるべ

もかかわらず、新年度予算で支出され く、事務所内のチェック

ているものが認められた。 体制の再確認を行った。

今後は、内部のチェック体制の整備

を図り、会計年度独立の原則に基づき

適正な予算執行に努めるべきである。

（指摘事項）

登美学園 １２月１７日 児童福祉施設使用料の未収金について

児童福祉施設使用料において未収金 児童福祉施設使用料に

の増加が認められた。 ついては、契約時に保護

新たな滞納の発生防止に向けた取組 者に負担について説明し、

みや文書・電話による督促、面談指導 納入通知書をできるだけ

による未収金の回収に努められている 手渡しすることで速やか

が、より一層早期収納に努めるととも な納付を促してきたとこ

に、新たな未収金の発生の防止に努め ろである。

られたい。 （注意事項） 今後さらに、説明と指

導を徹底し、未収金発生

の未然防止に努めたい。

また、滞納者に対して

は関係機関と連携をとる

とともに、文書・電話等

により収納の促進を図る。

こども・女性局

精華学院 １２月１７日 契約事務について

ビジネスホンの賃貸借において、覚 今後は、奈良県契約規

書により長期にわたる賃貸借契約を締 則等を遵守し、適正な契

結しており、かつ、契約不履行の場合 約事務に努める。

は損害賠償金を規定しているものが認

められた。

長期継続契約や債務負担行為などに

よるもののほかは、当該契約を締結す

ることはできないものである。今後は、

適正な契約事務を行うべきである。

(指摘事項）

支出科目について

プール使用にかかる消毒用次亜塩素 今後は、奈良県会計規

酸ソーダの購入において、前年度に引 則に基づき、適正な科目

き続き、誤った支出科目による支出が で執行する。

認められた。今後は適正な科目で支出

すべきである。 （指摘事項）
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くらし創造部

橿原公苑 １２月１７日 保守点検業務の委託契約について

前年度において、奈良県契約規則で 平成２６年度より奈良

定める額を超えて随意契約を締結して 県契約規則に基づき一般

いたとして「注意」した吸収式冷温水 競争入札を行い委託する。

機保守点検業務及び調光装置等保守点

検業務にかかる委託契約について、明

確な根拠なく業務を分割して前年度と

実質的に同一の業者と１号少額随意契

約を締結し、また、結果としてそれぞ

れの契約の総額は前年度と同額となっ

ており、著しく不適正なものとなって

いた。

このような契約の締結は、地方自治

体の契約は一般競争入札によるものと

する地方自治法の原則を大きく損なう

ものであり、今後は、契約事務の執行

にあたっては、関係法令や規則等に基

づいて適正に処理するとともに、県民

に対する説明責任が十分果たせるよう、

厳正厳格に取り組まれたい。（指摘事項）

食品衛生検査 １２月１７日 重要物品の管理について
所 重要物品である備品について、備品 保管転換を受けた公用

管理簿への記載がされておらず、また、 車については、備品管理

会計管理者への財産調書の報告漏れが 簿へ記載するとともに、

認められた。 会計管理者へは報告期間

今後、備品管理簿の記載及び重要物 に速やかに報告を行った。

品の報告については、奈良県会計規則 今後、重要物品の管理

及び関係通知に基づき適正に行うべき については、奈良県会計

である。 （指摘事項） 規則及び関係通知に基づ

き適正に行う。

農 林 部

中部農林振興 １２月１７日 委託費の履行確認について
事務所 委託業務において、実績報告の収支 当該委託業務の精算事

精算書の予算額に記載誤りがあるにも 務において、提出された

かかわらず、実績報告書を受理し、履 実績報告書の一部書類の

行確認を適正として処理しているもの 内訳金額の誤りを発見で

が認められた。 きなかったものである。

当該委託業務についての委託料精算 精算額については誤りが

には支障がなかったが、今後は、決裁 なく、指摘を受け、相手

過程におけるチェック体制を強化し、 方に対して直ちに当該書

適正な履行の確認に努められたい。 類の差し替えを指示し訂

(注意事項) 正した。

今後は、複数の担当者

による確認を徹底するな

どのチェック体制の更な

る強化に努める。

東部農林振興 １１月１４日 税外未収金について

事務所 所得税の源泉徴収状況調査で徴収漏 １件については代表者

れが判明した平成２０～２１年度分の 死亡及び相続人相続放棄

委託料において、所得税相当額を県に により徴収が不可能であ

返還していない未収金が２件認められ ることが判明した。農林

た。 部企画管理室において、
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今後は、関係課と連携し未収金解消 会計局に不納欠損処分の

に努められたい。 (注意事項) 協議を行っているところ

である。

他の１件についても、

県土マネジメント部でも

債権を有しており、担当

窓口である県土マネジメ

ント部と共に、本人から

の履行延期申請を承認し、

６０回の分割で納付を受

けることになっている。

県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部

奈良土木事務 １１月１９日 契約事務について

所 原材料の単価契約において、予定単 原材料の単価契約につ

価及び予定数量を決定せず、地方自治 いては、過年度実績を参

法施行令第１６７条の２第１項第１号 考に購入予定数量を算定

による少額随意契約で業者を決定して し、年間購入金額が地方

いる事例が認められた。また、奈良県 自治法及び契約規則に定

契約規則第１６条第１項第２号により められた金額を超えない

原材料の単価による契約にあっては、 よう、適正な契約事務を

予定単価に購入予定数量を乗じて得た 行う。

金額が１６０万円を超えない範囲で随 なお、平成２６年４月

意契約が可能であるが、年間購入金額 １日付けで「かいの契約

がこの額を超えていた。さらに、この 締結に関する事務の委任

年間購入金額については、かい長に委 について」の一部改正が

任されている契約締結できる金額を上 行われ、新たに道路の凍

回っていた。 結防止剤について１件の

今後は、地方自治法及び奈良県契約 契約金額が１０００万円

規則に基づき、適正な契約事務の執行 未満のものが、かいに事

に努めるべきである。 (指摘事項) 務委任されることとなっ

た。

雪寒対策業務にかかる委託料の算定に

ついて

前年度に引き続き、委託料の算定誤 各業者から実績報告を

りが認められた。関係通知に基づき算 早めに提出させることで

定誤りを適正に処理し、今後の事務処 事務処理の集中を避け、

理にあたっては、誤りが起こらないよ 複数人によるチェックを

うチェック体制を強化すべきである。 徹底し、チェック体制の

(指摘事項) 充実強化を図る。

土地の賃借契約について

警報施設の電柱にかかる土地賃借契 天理ダム放流警報施設

約において、賃借開始時に当時の道路 の電柱用地の土地使用料

占用料条例に準拠してその単価により について、今後は条例の

契約を交わしていたが、その条例が改 金額を考慮し、土地使用

正され単価が減額されても考慮するこ 料の見直しについて検討

となく従来と同額で契約していた。ま する。

た、契約更新時において登記簿等によ また、本件については

り適正な契約相手かどうかの確認がさ 登記を確認し、契約相手

れていなかった。 として土地所有者が変わ

今後、契約締結の際には、契約内容 っていないことを確認し

の精査を十分に行い適切な事務処理に た。今後、契約更新時に

努められたい。 (意見) は土地所有者に変更がな
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いか、登記簿等により確

認する。

郡山土木事務 １１月２１日 委託費の履行確認及び委託契約書にか

所 かる記載事項について

機械警備委託業務において、契約書 警備状況報告書につい

及び仕様書に記載する警備状況報告書 ては、契約日に遡り、平

を委託事業者から提出させていないも 成２５年１０月まで全

のが認められた。 て、委託業者より提出さ

また、長期継続契約であるにも関わ せ、検認を行った。

らず、奈良県長期継続契約を締結する また、契約については、

ことができる契約を定める条例及び同 平成２５年１２月１日付

施行規則の施行通知に定められた予算 けにて変更契約を行い、

の減額又は削除に係る契約の解除等の 奈良県長期継続契約を締

条項が記載されていなかった。 結することができる契約

今後は、契約書及び仕様書に基づき を定める条例及び同施行

必要な報告書等の提出を求め委託業務 規則の施行通知に定めら

の適正な履行の確認及び検査に努める れた予算の減額又は削除

とともに、施行通知に定められた事項 に係る契約の解除等の条

を記載した契約書を作成すべきである。 項を挿入した。

（指摘事項) 今後、かかる事例の発

生を防止するため、庶務

課担当者並びに庶務課長

に厳重注意を行い、周知

徹底を図った。

高田土木事務 １２月１９日 道路占用料の算定について

所 道路占用料の算定において、事務処 本件については、平成

理を誤ったため２件の徴収不足が認め ２５年１２月１７日付け

られた。適正に処理するとともに、今 で雑入（差額３０円）で

後の事務処理にあたっては誤りが起こ 調定し、１月１０日に納

らないようチェック体制を整備すべき 入された。現在は、積算

である。 (注意事項) システムを構築して、専

任担当のチェック体制を

整備している。

税外未収金について

所得税の源泉徴収状況調査で徴収漏 本未収金については、

れが判明した平成２０年度分の委託料 代表者の死亡及び相続人

において、所得税相当額を県に返還し の相続放棄を確認してい

ていない未収金が１件認められた。 る。今後、同じ債権を有

今後は、関係課と連携し未収金解消 している農林部と連携し

に努められたい。 (注意事項) て対応する。

ＮＨＫ受信料の支出について

ＮＨＫ受信料の支出において、１年 ＮＨＫ受信料の支出に

分一括払いにより支出すべきところ ついては、１年分の一括

を、馬見丘陵公園館が「かい」として 払いにより支出できるよ

独立する際の当事務所の手続きが不十 う手続きを行った。

分であったため､分割払いとなりそれ

に対応する経費を支出していた。

地方公共団体の支出は、経済性・効

率性の観点から限られた財源を無駄の

ないよう配慮することが不可欠である

ので、今後は、より効率的な事務処理

に努められたい。 (意見)
桜井土木事務 １１月６日 河川占用料の未収金について

所 河川占用料において、未収金の増加 未収金の増加について



7

が認められた。また、催告を行ってい は、不納欠損処分におい

ないなど徴収努力の不足も認められた。 て、事務所と県庁本課と

今後は、「奈良県土木使用料等の徴収 の連絡の齟齬により時効

に係る取扱要綱」及び「道路占用料及 分の手続きが完了しなか

び河川占用料の滞納処分に係る事務処 ったためであり、今後同

理要綱」に基づき、適正な債権管理と 様な事態が発生しないよ

収納促進に努めるべきである。 う関係者間での連携の強

(指摘事項) 化に努める。

また、「奈良県土木使

用料等の徴収に係る取扱

要綱」及び「道路占用料

及び河川占用料の滞納処

分に係る事務処理要綱」

に基づき、未納者に対し

て適正な時期に電話、文

書などによる催告を行

い、納付を促すように努

める。

負担金等の支出について

講習受講料等の負担金の支出におい 負担金等の支出に当た

て､債権者の請求書を徴することなく支 って請求書なしで支出を

出を行っている事例が２件認められた。 行ったのは、担当者の知

奈良県会計規則により支出は債権者 識不足、確認不足と内部

の請求書に基づいて行わなければなら におけるチェックが不十

ないところであるが、これらは、担当 分であったためである。

者による確認と内部のチェックが不十 今後は負担金等の支出に

分であったことが原因と考えられる。 あたり、請求書と請求金

今後、実効性のあるチェック体制の 額の根拠となる資料が債

整備を図り、奈良県会計規則に則り適 権者から提出されている

正な事務処理に努めるべきである。 かを担当レベルで確認

(指摘事項) し、担当係長、担当課長

による複数チェックを行

うことにより再発防止に

努める。
工事請負における契約事務について

同一路線の工事請負契約において、 工事において、大きな

本体の工事とは別に、地方自治法施行 設計変更や別途発注を防

令第１６７条の２第 1 項第５号（緊急 止するため、事前に十分

の必要により競争入札に付することが な調査・調整を行ったう

できないとき）に基づく特命随意契約 えで、工事の発注を行う

により契約を締結しているものが見受 ように努める。やむを得

けられた。また、その本体工事につい ず計画変更等が生じた場

ても、相当額の変更契約（１９．９％ 合は「土木事業の設計変

増）が行われており、随意契約工事と 更に関する取扱い」によ

合わせると４３．７％もの増額となっ り処理する。

ている。

工事を発注するにあたっては、事前

に十分な調査・調整を行い、契約期間

中に極力別途発注及び大きな設計変更

が生じないよう努めるべきであり、ま

た、やむを得ず特命随意契約及び設計

変更をするにあたっては、十分説明責

任を果たせるよう、厳格かつ慎重に行

われたい。 (意見)

宇陀土木事務 １１月１４日 補償金提示書の発行日及び有効期限に
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所 ついて

地権者に対して提示する補償金提示 契約額の提示起案に添

書について、発行日及び有効期限が記 付する補償金提示書には

載されていないものが多数見受けられ 「発行日及び有効期限」

た。 を必ず記載するよう用地

補償金提示書は、地権者、土木事務 担当者に指示し、担当係

所の双方にとって、適正な交渉・契約 長及び課長が決裁時に内

を担保するきわめて重要な書類である 容確認を行うこととし

から、発行日及び有効期限を必ず記載 た。用地交渉に出向く際

するよう取り扱われたい。 (指摘事項) は、当該起案に添付した

提示書をコピーして持参

するよう、担当者に周知

徹底を図った。

吉野土木事務 １２月１９日 契約事務について

所 原材料の単価契約において、契約伺 原材料の単価契約につ

を作成しなかったため、必要な決裁を いては、必ず契約伺いを

受けずに契約を締結しているものが認 作成し、必要な決裁を受

められた。 けて契約を締結するよう

また、年間購入金額については、か 指導を徹底した。また、

い長に委任されている契約締結できる 物品検収調書についても

金額を上回っていた。さらに、一回当 作成し、決裁を得るよう

たりの発注額が５０万円以上であるに 指導した。

も関わらず、物品検収調書を作成して なお、平成２６年４月

いなかった。 １日付けで「かいの契約

今後は、奈良県契約規則及び関係通 締結に関する事務の委任

知に基づき、適正な契約事務の執行に について」の一部改正が

努めるべきである。 (指摘事項) 行われ、新たに、道路の

凍結防止剤について１件

の契約金額が１０００万

円未満のものが、かいに

事務委任されることとな

った。

税外未収金について

所得税の源泉徴収状況調査で徴収漏 債務者が所在不明のた

れが判明した平成１９～２１年度分の め、未収となっていた所

委託料において、所得税相当額を県に 得税相当額については、

返還していない未収金が１件認められ 現在、債務者と履行延期

た。 の特約を行い、６０回分

今後は、関係課と連携し未収金解消 割での納付計画を承認し

に努められたい。 (注意事項) ている。納付完了まで、

確実な納付を得られるよ

う今後も定期的に債務者

と連絡をとり、収納の確

認を欠かさず行い、債権

管理に努める。

随意契約の締結について

前年度に引き続き、随意契約の締結 少額随契の締結にあた

について不適正な事例が認められた。 っては、見積書依頼文を

これは地方自治法施行令第１６７条の 発出するようにあらため、

２第１項第１号による少額随意契約を ３者以上から見積書を徴

締結するにあたり、見積書依頼文を作 し、見積合わせを経て、

成せず、１者から見積書を徴したのみ 業者決定する。

で見積合わせを行っていなかったもの

である。

今後は、競争性・透明性・公平性の
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観点から、見積書依頼文を発出したう

え、適正な見積合わせを経て業者決定

するべきである。 (注意事項)

内部統制について

前年度に内部統制について意見を出 事務の執行にあたって

したところであるが、今回の監査にお は、全職員が、関係法令

いても、契約事務、未収金の取り扱い や規則、通知等に基づい

等について不適正な事務処理が多々認 て処理しているかを常に

められた。 意識し、同じ誤りを繰り

事務の執行にあたっては、関係法令 返さないよう事務を行う。

や規則等に基づいて適正に処理すると 決裁時においては、係長

ともに、決裁過程におけるチェック体 以上の決裁者はさらなる

制を整備するなど、実効性のある内部 慎重なチェックを行う。

統制を整備し、厳正に対処されたい。 主要な事務については、

(注意事項) 「チェックシート」を作

成活用し、チェック機能

の強化を図る。

五條土木事務 １２月１９日 備品の購入について

所 備品の購入に際し、不適切な事例が 物品購入調書について

認められた。 は、備品購入にかかる支

平成２４年度における備品の購入の 出命令書の決裁時に、庶

際、物品購入調書の作成にあたりすべ 務担当者が調書の決裁を

て決裁を得ておらず、担当者が調書を 得ることとした。

作成するに留まっていた。この調書は、 支払遅延については、

所属長から出納員に送付しなければな 確認処理が漏れたためで

らないと会計規則に定められており、 あるが、今後は、確認漏

所属長の決裁は必要不可欠なものであ れが起こらないように、

る。 庶務係員が出納員の業務

また、チェーンソー及び高圧洗浄機 を補佐するシステムをつ

の支出について、支払遅延防止法に定 くることとする。同時に、

める期日から遅延して支払われてい 会計局主催の研修で得た

た。 知識を係内で必ず共有す

今後は、実効性のあるチェック体制 るなど、職員の会計規則

の整備を図り、奈良県会計規則に則り への理解を深めることに

適正な事務処理に努めるべきである。 努める。

(指摘事項)

税外未収金について

所得税の源泉徴収状況調査で徴収漏 未収金２件については、

れが判明した平成１９年度分の委託料 予備監査以降も訪問や電

において、所得税相当額を県に返還し 話及び文書により請求を

ていない未収金が２件認められた。 継続したところ、１件に

今後は、関係課と連携し未収金解消 ついては平成２５年１２

に努められたい。 (注意事項) 月２５日に全額が納入さ

れた。残る１件について

は、資力が無く強制執行

によっても回収が困難で

あることが判明したこと

から、本人の意向を確認

し企画管理室及び会計課

と協議のうえ、平成２６

年５月２６日付けで履行

延期の特約を締結した。

雪寒対策業務にかかる委託料の算定に

ついて

雪寒対策業務にかかる委託料の算定 過払いについては、平
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において、事務処理を誤ったため１件 成２５年１２月５日に差

の過払いが認められた。適正に処理す 額分の返納を受けた。今

るとともに、今後の事務処理にあたっ 後はこのようなことのな

ては誤りが起こらないようチェック体 いよう、適正な事務処理

制の充実に努められたい。 (注意事項) に努める。

継続車検受検にかかる自賠責保険料の

支払いについて

公用車の継続車検受検にかかる自賠

責保険料において受検日後の支出が認 支払遅れが生じないよ

められた。 う、全ての公用車の車検

自賠責保険料の後払いは業者に対し 時期を確認して、計画的

保険会社等への立替払いを強いること に前払処理を行っている。

となるため、今後、自賠責保険料の支 なお、２５年度について

出については適正に処理するべきであ は、全ての車検において

る。 (注意事項) 前払いを実施している。

物件移転補償金の算定について

物件移転補償金の算定について検討

を要する事例が認められた。 今回は、契約額が６万

管内の村が所有・管理する水道管が 円あまりと少額であった

支障となったので、これを移転するた ため、村から提出された

めの補償金を算定するにあたり、同村 見積書の額を即時に採用

からの経費見積書をその根拠としたも したが、本来は、相見積

のである。比較検討するための額を別 もりをとる等して金額を

に作成または入手し、補償額の妥当性 精査した上、契約額を決

・適正性を確保するよう努めるべきで 定すべきであった。今後

ある。 (意見) は適正な事務処理を行う。

内部統制について

今回の監査において、収入･支出事

務、業務委託等について一部適正とい 事務の執行にあたって

えない事務処理が認められた。 は、法令や規則の遵守に

事務の執行にあたっては、関係法令 ついて必ず複数の者でチ

や規則等に基づいて処理するととも ェックする体制を整える。

に、決裁過程におけるチェック体制を

強化するなど、実効性のある内部統制

を整備し厳正に対処されたい。 (意見)

教 育 委 員 会

桜井高等学校 １２月１７日 通勤手当の支給について

通勤手当の支給において事務処理を 通勤手当の過払いにつ

誤ったため、１件の過払いが認められ いては、返納を完了し是

た。 正している。今後は通勤

適正に処理するとともに、今後の認 経路の認定に十分注意し

定事務に留意すべきである。 適正な事務処理に努める。

(注意事項）

吉野高等学校 １２月１７日 通勤手当の支給について

通勤手当の支給において事務処理を 認定データの修正を直

誤ったため、１件の過払いが認められ ちに行い、過払い分につ

た。 いては平成２５年８月に

適正に処理するとともに、今後の認 納付させた。

定事務に留意すべきである。（注意事項） 認定事務については、

今後より一層慎重に審査

し、適正な事務処理に努

める。

十津川高等学 １２月１７日 支出にかかる事務処理について
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校 支出手続において債務が過年度分で 過払い分については、

既払いであったにもかかわらず、その 戻入処理を行った。

確認が不十分なために二重に支払いし 今後は、「奈良県会計規

ていたものが認められた。なお、債権 則」等に基づき、適切な

者からの連絡により誤りが判明し過払 管理、手続き等に努める。

い分について戻入処理が行われ是正さ

れていた。

今後このようなことが起こらないよ

う債務確認を徹底し、適切な事務処理

に努められるべきである。（指摘事項）

奈良東養護学 １２月１７日 委託業務の履行確認について

校 平成２３年度に支出した委託料にお 今後、委託料等の履行

いて、履行の確認を怠ったため、過払 確認においては、精算内

いしたことが平成２４年度に判明し、 容にかかる必要な資料等

過年度収入を行った事例が認められ の提出を求め、適正な時

た。 期に確実な確認を行える

このことは、支払い時における履行 よう複数人でのチェック

確認が不十分であったことによるもの 体制を堅持して、確認誤

である。今後は、内部のチェック体制 りや過年度処理が再発す

の整備を図り、適正な事務処理に努め ることのないように努め

られたい。 （指摘事項） る。

西和養護学校 １２月１７日 非常勤講師の報酬の支給について

平成２３年９月分の非常勤講師の報 今後はチェック体制の

酬について、誤って支払ったことが平 整備を図り、適正に処理

成２４年度に判明し、過年度収入を行 してまいりたい。

った事例が認められた。

今後は、内部のチェック体制の整備

を図り、適正な事務処理に努められた

い。 （注意事項）

警 察 本 部

橿原警察署 １２月１７日 支出にかかる事務処理について

消耗品の購入及び役務費の支出にお 当該事案については、

いて、債権者の入力誤り及び債権者の それぞれ誤払い発覚後、

確認不足による誤払いが３件認められ 速やかに戻入を処理する

た。 とともに、正しい債権者

今後は、決裁過程におけるチェック に支払いをした。

体制を強化するなど、実効性のある内 今後は、決裁過程にお

部統制の整備を図り、適正な事務処理 いて、複数人による支出

に努められたい。 （注意事項） 内容の確認を徹底するこ

とにより、チェック機能

の強化を図るとともに、

関係法令等に基づき、適

正な会計事務処理に努め

る。

ウ 財政的援助団体
所 属 名 実施年月日 監 査 結 果 所管課における

（所 管 課） 措 置 の 内 容

公立大学法人奈 平成２６年 診療報酬請求にかかる未収等について

良県立医科大学 １月１７日 平成２３年度分の診療報酬請求書 未請求及び保留状態と

（以下「レセプト」という。）につい なっている診療報酬につ

（医療管理課） て、社会保険診療報酬支払基金及び国 いて、請求状況を十分把
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民健康保険団体連合会等へ請求されて 握し、適時・適切に請求

いないものが認められた。また、両団 するよう指導した。

体から返戻のあったレセプトについて

も、平成２２年度及び平成２３年度分

について再請求せず保留しているもの

が認められた。レセプトの管理につい

ては、請求できる期間に制限のあるこ

とを十分認識したうえで、請求状況を

十分把握し、適時に請求されたい。

（注意）

委託契約について

委託契約について、次の二点につい 契約手続きにあたって

て不適正な事例が認められた。 は、契約規程及び会計規

一つは、公立大学法人奈良県立医科 程に則り、適正な事務執

大学の定める契約規程中「見積合せを 行に努めるよう指導した。

省略して差し支えない場合」に例示さ なお、規程が実際の事

れていない委託契約について、見積合 務手続きに適合していな

せを省略したものが複数あったもので い場合は、適法性や必要

あり、もう一つは、「医大会計規程の 性を検証のうえ、必要に

施行について」の支出伝票の決裁区分 応じ、その規程の改定に

において、契約伺いにあたる支出契約 ついても併せて検討する

決議書は総務課長まで決裁を得るべき よう指導した。

ところを所属課長にとどまっていたも

のである。

今後は、医大会計規程及び同契約規

程等に則って適正に事務手続きを執ら

れたい。 （注意）

継続車検受検にかかる自賠責保険料の

支払いについて

公用車の継続車検受検にかかる自賠 自賠責保険料の支出に

責保険料において受検日後の支出が認 ついて、適正に処理する

められた。 よう指導した。

自賠責保険料の後払いは業者に対し

保険会社等への立替払いを強いること

となるため、今後、自賠責保険料の支

出については適正に処理するべきであ

る。 （注意）

医業収入の個人未収金について

医業未収金について、多額の個人未 償却後の未収金につい

収金が認められた。奈良県立医科大学 て、管理のあり方を検討

は平成１９年度に独立行政法人とな し、具体的な規程を定め

り、以後、回収困難な未収金を毎年度 る等適正に取り扱うよう

償却すること等により、平成２１年度 指導した。

以降はその残額を減少させている。し

かし、償却後の未収金についてはその

取り扱いに関する具体的な規定がな

く、十分な管理がなされていない状況

にある。

未償却の未収金については、「未収

金対策マニュアル」に基づく文書・電

話による督促、再来受診時の会計窓口

での催告、きめ細かな分割納付相談等

による回収の努力はなされているが、

今後は、償却後の未収金についても、
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適正な管理のあり方を慎重に検討する

べきである。 （意見）

財産にかかる規程等について

財産にかかる規程等について検討を 財産にかかる規程等に

要する事例が認められた。 ついて、未整備となって

医大会計規程において「たな卸資産 いる定め等の点検を行い、

の範囲、管理等たな卸に関し必要な事 整備が必要な規程等につ

項を別に定めるものとする。」とある いては、早急に定めるよ

がその定めが整備されていないもの、 う指導した。

また、同大学固定資産等管理規程にお

いて、固定資産の取得および処分をす

る場合、別に定める手続きを経ること

となっているが、同様にその定めが整

備されていないものである。

適正な財産管理を行うにはこれらの

整備は必要不可欠であるので、早急に

対処するよう努められたい。 （意見）

委託契約の締結について

委託契約の締結について、検討を要 委託契約の業者選定に

する状況が認められた。 ついて、法人業務の特性

公立大学法人奈良県立医科大学（以 に一定配慮しつつ、随意

下「法人」という。）が平成２４年度 契約とする場合はその理

に締結した委託契約のうち約８割が競 由を明確にし、また、競

争性を有しない随意契約となってい 争性・透明性・公平性の

る。 観点から、入札やプロポ

地方自治法においては地方公共団体 ーザル方式の実施が可能

の契約は一般競争入札によることが原 なものはできる限り実施

則であり、随意契約は限定的とされて する等、説明責任が十分

いる。法人は地方独立行政法人法をそ 果たせるような業者決定

の設置根拠とし、奈良県（以下「県」 に努めるよう指導した。

という。）とは別の法人格を有する団

体である。しかしながら、法人の出資

者は県であること、毎年多額の交付金

・補助金が県から法人に対して支出さ

れていること、また法人の業務は県と

極めて緊密な連携を要すること等を勘

案すると、法人の会計実務については

県と概ね統一的な取り扱いが望まれる

ものである。現に法人の定める会計規

程及び契約規程等は県のそれに準拠し

たものとなっている。

今後は、委託契約の締結にあたって

は、競争性・透明性・公平性を確保す

る観点から、できる限り入札又は企画

面の競い合いが充実したプロポーザル

方式を実施し、説明責任が果たせるよ

うな業者決定に努められたい。（意見）

工事にかかる業者選定について

工事請負契約において、特定の業者 工事請負にかかる業者

からの見積もり徴収による随意契約が 選定にあたっては、でき

散見された。工事請負にかかる業者の るだけ多くの業者に参加

選定にあたっては、特定業者に偏らな する機会を与える等、競

いように検討するとともに、業者選定 争性、公平性、透明性を

審査会を開催するなど、業者選定の競 確保しながら、業者選定
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争性、公平性、透明性の確保に努めら を行うよう指導した。

れたい。 （意見）

公益財団法人 １月１５日 貸借対照表及び財務諸表の注記への計

奈良県暴力団追 上について

放県民センター 貸借対照表及び財務諸表の注記の計 平成２５年度から、財

上において、記載誤りや見直しを行う 務諸表等について、意見

（警察本部組織 ことが望ましい事例が認められた。 のとおり適正に表示する

犯罪対策第二課） 今後、財務諸表等の作成については よう指導した。

公益法人会計基準及びセンター会計処

理規程等に基づき慎重かつ適切に処理

されたい。 （意見）

会計処理規程について

センターの会計処理規程では、出納 平成２６年２月２７日

責任者は、金銭の出納にあたっては、 に開催された理事会及び

会計責任者の承認を受けなければなら 評議員会において、意見

ないと規定されているが、出納責任者 のとおり会計責任者を専

及び会計責任者は事務局長と規定さ 務理事、出納責任者を事

れ、同一人物となっている。 務局長とする議決・承認

同一人物による処理では、チェック を得て会計処理規程を一

体制として機能していないことから、 部改正し、チェック体制

慎重に検討されたい。 （意見） を強化したことを確認し

た。

奈良市場冷蔵株 １月２０日 決算公告について

式会社 会社法第４４０条において、株式会 同社に対する監査結果

社は、定時株主総会の終結後遅滞なく、 に対しては、会社法第４

（マーケティン 貸借対照表を公告しなければならない ４０条に則り、遅滞なく

グ課） と規定されているにもかかわらず、貸 適正に決算公告を実施す

借対照表が公告されていなかった。 るよう指導した。

今後は、会社法の規定に基づき、適

正に決算公告を行われたい。 （注意）

奈良県商工会連 １月２０日 通勤手当の支給について

合会 通勤手当の支給において事務処理を 県商工会連合会（以下

誤ったため、１件の過払いが認められ 「県連合会」という）が

（地域産業課） た。 認定した通勤手当の誤り

県補助金の対象となっている経費で については、県連合会が

もあり、適正に対処されたい。（注意） 認定の変更を行うととも

に、過年度に係る県補助

金相当額について、県連

合会が本人より現金にて

回収し県に返還した。平

成２５年度分については、

県連合会が本人の１月分

の給与から差し引きを行

っており、年度末の精算

手続きにおける戻入処理

を行わせる。

県連合会に対しては、

今後より一層慎重な審査

に努めさせ、適正に認定

事務を行うよう指導して

いくこととする。
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ムジークフェス １月１５日 コンサートチケットの管理について

トなら２０１２ オープニング公演の有料チケットの一 有料コンサートチケッ

実行委員会 部を事務局内で販売したが、チケット トの管理については、チ

の出納を管理する帳簿を作成しておら ケットの受払簿を作成し

（文化振興課） ず、残数の確認も行っていなかった。 適切な管理を行うよう指

今後、チケットの取扱においては、 導した。

受払簿を整備するなど管理を徹底する

とともに、チケット販売における現金

取扱に関する取扱要領の作成を検討す

るべきである。 （指摘）

会計処理について

実行委員会における会計事務の執行 会計処理における書類

にあたっては、「ムジークフェストな の不備等は実行委員会財

ら2012」実行委員会財務規程に基づい 務規程に基づき適正な事

て処理することとされているが、証拠 務処理を行うよう指導し

書類の不備など当該規程に定められて た。

いる事務処理に則していない事例が散

見された。

今後は、組織内でのチェック体制の

整備を図り、実行委員会財務規程に基

づき適正な事務処理に努めるべきであ

る。 （指摘）

会計年度について

「Ｊ－ＡＤビジョン放映業務委託」 会計処理において実行

においては、履行期間が平成25年5月1 委員会会則に基づき、適

3日から平成25年5月19日であるにもか 正な事務処理を行うよう

かわらず、平成24年度予算で執行され 指導した。

ていた。

「ムジークフェストなら2012」実行

委員会会則第18条では、「会計年度は、

毎年4月1日に始まり、翌年3月31日に

終わる。」と規定されており、当該支

出は平成25年度予算で執行すべきであ

る。

今後は、会計年度独立の原則を踏ま

え、会計事務の適正な執行を図られた

い。 （指摘）

実行委員会財務規程のあり方について

実行委員会においては、会計処理に 実行委員会財務規程に

関する根本規程として「ムジークフェ ついては、実行委員会方

ストなら2012実行委員会財務規程」を 式で運営する特性及び県

策定しているが、条文のなかに、奈良 の会計例規との整合性を

県契約規則等の奈良県が施行している 配慮した見直しを行うと

会計例規と比較して、大幅に均衡を失 ともに、指名審査会を設

した規定が認められた。 置し、平成 26 年度実施事

また、随意契約の締結にあたっては、 業からは指名審査会を開

２者からの見積競争により業者を選定 催するよう指導した。

しているが、指名審査会は設置されて

おらず、選定について諮られていない。

同委員会は、県から多額の負担金を

受け入れており、また、組織面におい

ても県が主導的な立場を占めている。

これらのことを勘案すると、上記の実

態は望ましいこととは言えない。
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今後、業者選定については一定の金

額を超えるものは指名審査会に諮ると

ともに、同会計規程についても県の会

計例規との整合性を確保する方向での

見直しに努められたい。 （意見）

内部統制について

今回の監査において、コンサートチ 今後の事務執行にあた

ケットの管理や会計処理の一部に、適 っては、実行委員会財務

正とはいえない事務処理が認められ 規程等に基づいて処理す

た。 るとともに、決裁過程に

事務の執行にあたっては、実行委員 おけるチェック体制の整

会財務規程等に基づいて処理するとと 備等による事務処理体制

もに、決裁過程におけるチェック体制 を強化し、内部統制の充

を整備するなど、内部統制の充実に努 実に努めるよう指導した。

められたい。 （意見）

※平成２６年２月に公表した監査結果報告（平成２５監査年度第２回）に対し、各所属において

講じた措置について、平成２６年３月３日～２６年８月２６日までに報告があった内容を掲載し

ている。よって、受理後すでに措置が完了しているものがある。
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